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４月８日、東京都教育委員会は、第６回定例会において「平成２２年度東京都立高等学校定時

制課程の第一学年生徒の追加募集について」を決定し、今月１４日（一部１５日）に入試を実施

するという考えを示した。その内容は、定員に満たない上級学年の学級数を削減することで募集

学級を決定し、１０校でそれぞれ３０人を募集し、合計で３００人の追加募集をするというもの

である。 

今年３月の東京都立定時制高校入試の２次募集合格発表では、出願者が増えた影響で昨年の２．

７倍に当たる３１３人もの不合格者が出た。これは「貧困と格差」の問題が深刻化するなか、経

済的な困難から都立高校への志願者が増大したことによるものである。都立高校定時制の２次募

集は全日制に不合格になった生徒が受験するケースが多いが、今回の事態を招いた根底には、こ

れまで東京都が行ってきた中学卒業生の希望実態に合わない公私立の受け入れ枠設定と定時制高

校リストラ政策がある。 

今春、都立高校（全日制）に進学を希望した公立中学３年生は、５４，０３３人と３年連続で

増加し、都立の受け入れ枠４２，６００人を１万人以上も超過した。また昨年は、全日制の入試

倍率が、単独選抜が始まって以来最高になるとともに、都立定時制の応募も激増して、２次募集

でも不合格者が多く出る事態となった。その結果、昨年の公立中学校卒業生の全日制高校進学率

は８９．９％と９０％を下回ることとなった。そして、現場の教職員からは、このままでは２０

１０年度の入試状況がさらに深刻な事態となるとの切実な声が続出していた。 

このようなことから、都教組は、２０１０年度の高校入試を前に、都立全日制の募集枠の拡大

や追加募集を行うなどの措置をとることと同時に、都立定時制高校の募集枠の拡大、また私立高

校生への授業料補助や給付制奨学金などの経済的支援を緊急対応として行うよう求めてきた。ま

た、高校で学びたいと希望するすべての子どもたちに高校進学を保障することは、都教委として

の責任問題であることを再三にわたって指摘してきた。 

大量の定時制不合格者が予想される事態の中で、都教組は３月２６日、「希望するすべての子ど

もたちに高校教育を保障するために、都立高校定時制課程の入学枠の拡大を求める要請」書を都

教委に提出し、「緊急に都立高校定時制課程の入学枠を増やし、希望するすべての子どもが少なく

とも定時制高校に入学できるよう、格段の手段を講ずること」を求めた。また、生かそう 1947 教

育基本法 子どもと教育を守る東京連絡会も同趣旨の要請書を提出した。 

 同日、都教委は、「高等学校定時制課程の入学者選抜について」という文書を関係都立高等学校

長に送付し、「今年度においては、中途退学者数及び原級留置者数を考慮した上、教育環境に支障

のない範囲において、合格者数を弾力的に決定していただきますようにお願いいたします」と入

学枠の拡大についての姿勢を示した。 

都立定時制の定員は、この間削減が続いており、２０１０年度の全学年の合計は１０年前より

約３１００人少ない１万９千人である。定員削減を行わなければ、今回のような事態は生じなか

ったはずである。予想された事態にもかかわらず、募集枠についての考慮を行わず、２０１０年

度入試を実施した都教委の責任は重大である。今回の都教委の追加募集は、歓迎すべきものでは

あるが、このような事態が当然予想されたことを考えるならば、１次募集、２次募集での対策を

講じなければならないはずであった。また、追加募集する学校に地域的な偏りがあり、とりわけ

多摩地域での問題はこれでは解消されないという懸念がある。 

新聞報道によれば、「都教委の関係者は『定時制は高校教育の最終的な安全網の役割も果たして

いるため、救済措置が必要と考えた』と説明する」（４月６日「朝日新聞」）とされている。そう

であれば、今後このような事態が生じないための方策を講じるべきである。このことを、都教組

は強く要求する。 

また、４月から都立高校の無償化が実施され私立高校へも授業料への支援が増額されたが、私

立高校が公教育を担い、東京の高校生の６割が私立に通っていることからみれば、公立高校とと

もに私立も学費を無償化していくべきであることも同時に要求するものである。  


